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２（３） 企業の社会貢献活動等に関する調査 

〇調査の概要 

 県各課の法人登録制度登録企業 1,051 事業所に対し、社会貢献活動の取組状況等に関する 

調査を実施。 

 実施期間：令和 2年 12 月 1 日～12 月 31 日 

回答事業所数：291 事業所（回収率 27.7％） 

〇調査結果 

〔従業員数〕 

設問１ 該当する従業員数を選択してください。 

 

（結果概要） 

 今回の調査に回答していただいた企業の従業員数は、58.8%が「100 人未満」28.2%が「100 人以 

上 500 人未満」13.1%が「500 人以上」である。 
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28.2%

13.1%

設問１ 従業員数

１．１００人未満

２．１００人以上５００人未満

３．５００人以上 R2 (n=291) 
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〔業種〕 

設問２ 該当する業種について、あてはまる番号１つを選択してください。 

  

（結果概要） 

 今回の調査に回答していただいた企業の業種は、「製造業」及び「医療、福祉」が 21.4%と最も 

多い。 

 

 

 

1.7%

0.0%

12.4%

0.7%

21.4%

1.7%

1.7%

2.1%

3.8%

2.1%

6.9%

8.3%

3.4%

3.1%

1.0%

21.4%

7.9%

0.0%

0.3%

0.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

２０．分類不能の産業

１９．公務（他に分類されるものを除く）

１８．サービス業（他に分類されるものを除く）

１７．複合サービス事業

１６．医療、福祉

１５．教育、学習支援業

１４．生活関連サービス業、娯楽業

１３．宿泊業、飲食サービス業

１２．学術研究、専門・技術サービス業

１１．不動産業、物品賃貸業

１０．金融業、保険業

９．卸売業、小売業

８．運輸業、郵便業

７．情報通信業

６．電気・ガス・熱供給・水道業

５．製造業

４．建設業

３．鉱業、採石業、砂利採取業

２．漁業

１．農業、林業

設問２ 業種

R2（n=290）
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〔ボランティア活動の分野〕 

設問４ 設問３で、「１．企業としてのボランティア活動への参加」を選択した方に伺います。活

動しているボランティア活動の分野は、どのようなものですか。あてはまる番号すべてを

選択してください。 

 
（結果概要） 

 「企業としてのボランティア活動への参加」を行っている企業が実施しているボランティア活 

動の分野については、「環境」が 37.4%と最も多いが、「教育・社会教育」や「社会福祉」など様々 

な分野で取り組まれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30.6%

25.9%

4.8%

31.3%

9.5%

37.4%

29.9%

6.1%

27.2%

19.0%

2.7%

6.8%

11.6%

8.2%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

１．社会福祉

２．健康・医学、スポーツ

３．学術・研究

４．教育・社会教育

５．文化・芸術

６．環境

７．地域社会の活動、史跡・伝統文化保全

８．国際交流

９．災害被災地支援

１０．防災まちづくり・防犯

１１．人権

１２．市民活動団体の基盤強化

１３．雇用創出及び技能開発、就労支援

１４．その他

設問４ ボランティア活動の分野

R2（n=147）
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〔社会貢献活動の実施状況〕 

設問３ 貴社は、以下の社会貢献活動を実施していますか。あてはまる番号すべてを選択してく

ださい。 

 
 

 
（結果概要） 

 社会貢献活動の実施状況については、「企業としてのボランティア活動への参加」が 41.2%と最 

も多い。また、18.2%の企業は「従業員の自発的なボランティア活動の支援」を行っているが、    

その内訳として最も多いのは「ボランティア活動への呼びかけ」であり 48.3%である。 

41.2%

18.2%

29.9%

21.6%

22.3%

11.3%

24.7%

7.2%

23.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

１．企業としてのボランティア活動への参加

２．従業員の自発的なボランティア活動の支援

３．金銭的な支援

４．物資の提供・貸与

５．施設・場所の提供

６．技術的な支援・アドバイス・従業員の派遣・プロボ

ノ

７．イベントの開催・後援など

８．その他

９．特に実施していない

設問3-1 社会貢献活動の実施状況

R2（n=291）

46.6%

48.3%

6.9%

15.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

１．ボランティア休暇

２．ボランティア活動への呼びかけ

３．ボランティアを含む副業の推奨

４．その他

設問3-2 選択肢２「従業員の自発的なボランティア活動の支援」の具体例

R2（n=58）

６．技術的な支援・アドバイス・従業員の派遣 
・プロボノ 
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〔社会貢献活動実施の理由〕 

設問５ 設問３で「９．特に実施していない」以外を選択した方に伺います。社会貢献活動を実

施している理由は、どのようなものですか。あてはまる番号すべてを選択してください。 

 
（結果概要） 

 社会貢献活動を実施する理由については、「企業として、さらに地域社会に貢献したいため」が

81.6%と多い。 

 

〔社会貢献活動を実施していない理由〕 

設問６ 設問３で、「９．特に実施していない」を選択した方に伺います。社会貢献活動を実施し

ていない理由は、どのようなものですか。あてはまる番号すべてを選択してください。 

 
（結果概要） 
 社会貢献活動を実施していない理由については、「人的な余裕がないため」が66.2%と最も多い。 

81.6%

46.0%

60.1%

6.7%

35.0%

11.0%

23.3%

1.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

１．企業として、さらに地域社会に貢献したいため

２．経営者の考え方や企業理念に合致するため

３．企業には社会的責任（ＣＳＲ）があると考えている

ため

４．ＥＳＧ投資の広まりなどから、経営をより円滑に行

うために必要であると考えているため

５．企業イメージの向上のため

６．株主や業界団体等の関係者から要請があったため

７．従業員の活躍の場の創出や従業員の人材確保に寄与

すると考えているため

８．その他

設問５ 社会貢献活動実施の理由

R2（n=163）

27.9%

66.2%

51.5%

41.2%

8.8%

4.4%

7.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

１．予算の確保が難しいため

２．人的な余裕がないため

３．時間的な余裕がないため

４．活動のノウハウや情報が不足しているため

５．活動実施にあたり、社内の理解を得るのが難しいため

６．活動を行う意義が薄いと感じるため

７．その他

設問６ 社会貢献活動を実施していない理由

R2（n=68）
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〔災害時の社会貢献活動〕 

設問７ 貴社は、災害時の社会貢献活動に取り組んだことがありますか。その内容について、あ

てはまる番号すべてを選択してください。 

 
（結果概要） 
 災害時の社会貢献活動については、「特に実施したことはない。」が 45.7%、実施したことがあ

る企業は 54.3％と半数以上である。実施したことがある企業のうち、最も多くの企業が取り組ん

だことがあるのは「行政・ボランティアセンター・市民活動団体等に対して寄附を行った。」で

21.5%である。 

 
〔災害による意識変化〕 

設問８ 昨年発生した令和元年房総半島台風など一連の災害をきっかけに、貴社の社会貢献活動

に関する意識に変化がありましたか。あてはまる番号１つを選択してください。 

 
（結果概要） 
 令和元年房総半島台風など一連の災害による社会貢献活動の意識変化については、15.6%の企業

が「大きく上昇した」、36.3%の企業が「やや上昇した」、48.1%の企業が「特に変化はない」であ

り、「やや低下した」「大きく低下した」企業はいない。 

17.6%

21.5%

13.8%

13.8%

5.5%

8.7%

45.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

１．現場で被災者支援活動を行った。（社員の派遣等）

２．行政・ボランティアセンター・市民活動団体等に対

して寄附を行った。

３．行政・ボランティアセンター・市民活動団体等に対

して物資の提供・貸与を行った。

４．業界団体やライオンズクラブ、ロータリークラブ等

を通じて寄附を行った。

５．業界団体やライオンズクラブ、ロータリークラブ等

を通じて物資の提供・貸与を行った。

６．その他

７．特に実施したことはない。

設問７ 災害時の社会貢献活動

R2（n=289）

15.6% 36.3% 48.1%R2（n=289）

設問８ 災害による社会貢献活動の意識変化

１．大きく上昇した ２．やや上昇した ３．特に変化はない ４．やや低下した ５．大きく低下した
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〔新型コロナウイルス感染症をきっかけに新たに取り組んだ社会貢献活動〕 

設問１１ 設問１０で、「１．新たな社会貢献活動に取り組んだ。」を選択した方に伺います。新

たに取り組んだ社会貢献活動の分野は、どのようなものですか。あてはまる番号すべて

を選択してください。 

 
（結果概要） 
 新型コロナウイルス感染症をきっかけに新たに取り組んだ社会貢献活動の分野については、「健

康・医学、スポーツ」が 31.1％と最も多い。 

〔ＳＤＧｓの認知・取組〕 

設問１２ ここ数年、ＳＤＧｓという言葉が広まってきています。ＳＤＧｓについて、貴社にあ

てはまる番号１つを選択してください。 

 
（結果概要） 

 ＳＤＧｓの認知・取組については、「ＳＤＧｓについてある程度知っているが、ＳＤＧｓを意識

した活動・事業は行っていない。」が 44.6％と最も多い。 

26.7%

31.1%

2.2%

11.1%

11.1%

6.7%

2.2%

0.0%

4.4%

4.4%

2.2%

4.4%

13.3%

15.6%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

１．社会福祉

２．健康・医学、スポーツ

３．学術・研究

４．教育・社会教育

５．文化・芸術

６．環境

７．地域社会の活動、史跡・伝統文化保全

８．国際交流

９．災害被災地支援

１０．防災まちづくり・防犯

１１．人権

１２．市民活動団体の基盤強化

１３．雇用創出及び技能開発、就労支援

１４．その他

設問11 新型コロナウイルスをきっかけに新たに取り組んだ

社会貢献活動の分野

R2（n=29）

22.6%

44.6%

3.1%

29.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

１．ＳＤＧｓを知っており、ＳＤＧｓを意識した活動・

事業を行っている。

２．ＳＤＧｓについてある程度知っているが、ＳＤＧｓ

を意識した活動・事業は行っていない。

３．ＳＤＧｓについて知らなかったが、ＳＤＧｓに関連

付けられる活動・事業を行っている。

４．ＳＤＧｓについてよく知らず、ＳＤＧｓを意識した

活動・事業は行っていない。

設問12 ＳＤＧｓの認知度・取組

R2（n=287）
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〔新型コロナウイルス感染症による意識変化〕 

設問９ 新型コロナウイルス感染症の影響により、貴社の社会貢献活動の意識に変化はありまし

たか。あてはまる番号１つを選択してください。 

 
（結果概要） 

 新型コロナウイルス感染症の影響による社会貢献活動の意識変化について、11.1%の企業が「大

きく上昇した」、16.7%の企業が「やや上昇した」、54.5%の企業が「特に変化はない」、11.5%の企

業が「やや低下した」、6.3%の企業が「大きく低下した」。 

 
〔新型コロナウイルス感染症による社会貢献活動の行動変化〕 

設問１０ 新型コロナウイルス感染症の影響により、貴社の社会貢献活動の行動に変化はありま

したか。あてはまる番号すべてを選択してください。 

 

（結果概要） 
 新型コロナウイルス感染症の影響による社会貢献活動の行動変化については、「特に変化はない。

（活動は実施しておらず、変化はない。）」が 31.2%と最も多い。また、社会貢献活動を実施して

いる企業のうち最も多い回答も「特に変化はない。（これまで通り活動を行っている。）」であり、

23.7%である。 

  

11.1% 16.7% 54.5% 11.5% 6.3%R2（n=288）

設問９ 新型コロナウイルスによる社会貢献活動の意識変化

１．大きく上昇した ２．やや上昇した ３．特に変化はない ４．やや低下した ５．大きく低下した

10.4%

7.2%

19.7%

21.1%

23.7%

31.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

１．新たな社会貢献活動に取り組んだ。

２．既に行っている社会貢献活動をより積極的に実施

した。

３．行っていた社会貢献活動を休止した。

４．既に行っている社会貢献活動の活動頻度が低下し

た。

５．特に変化はない。（これまで通り活動を行ってい

る。）

６．特に変化はない。（活動は実施しておらず、変化

はない。）

設問10 新型コロナウイルスによる社会貢献活動の行動変化

R2（n=279）



２（３） 企業の社会貢献活動等に関する調査 

93 

〔新型コロナウイルス感染症をきっかけに新たに取り組んだ社会貢献活動〕 

設問１１ 設問１０で、「１．新たな社会貢献活動に取り組んだ。」を選択した方に伺います。新

たに取り組んだ社会貢献活動の分野は、どのようなものですか。あてはまる番号すべて

を選択してください。 

 
（結果概要） 
 新型コロナウイルス感染症をきっかけに新たに取り組んだ社会貢献活動の分野については、「健

康・医学、スポーツ」が 31.1％と最も多い。 

〔ＳＤＧｓの認知・取組〕 

設問１２ ここ数年、ＳＤＧｓという言葉が広まってきています。ＳＤＧｓについて、貴社にあ

てはまる番号１つを選択してください。 

 
（結果概要） 

 ＳＤＧｓの認知・取組については、「ＳＤＧｓについてある程度知っているが、ＳＤＧｓを意識

した活動・事業は行っていない。」が 44.6％と最も多い。 

26.7%

31.1%

2.2%

11.1%

11.1%

6.7%

2.2%

0.0%

4.4%

4.4%

2.2%

4.4%

13.3%

15.6%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

１．社会福祉

２．健康・医学、スポーツ

３．学術・研究

４．教育・社会教育

５．文化・芸術

６．環境

７．地域社会の活動、史跡・伝統文化保全

８．国際交流

９．災害被災地支援

１０．防災まちづくり・防犯

１１．人権

１２．市民活動団体の基盤強化

１３．雇用創出及び技能開発、就労支援

１４．その他

設問11 新型コロナウイルスをきっかけに新たに取り組んだ

社会貢献活動の分野

R2（n=29）

22.6%

44.6%

3.1%

29.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

１．ＳＤＧｓを知っており、ＳＤＧｓを意識した活動・

事業を行っている。

２．ＳＤＧｓについてある程度知っているが、ＳＤＧｓ

を意識した活動・事業は行っていない。

３．ＳＤＧｓについて知らなかったが、ＳＤＧｓに関連

付けられる活動・事業を行っている。

４．ＳＤＧｓについてよく知らず、ＳＤＧｓを意識した

活動・事業は行っていない。

設問12 ＳＤＧｓの認知度・取組

R2（n=287）
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〔ＳＤＧｓによる社会貢献活動の意識・行動変化〕 

設問１３ ＳＤＧｓの広まりにより、貴社の社会貢献活動の意識・行動に変化はありましたか。

あてはまる番号１つを選択してください。 

 

（結果概要） 
 ＳＤＧｓによる社会貢献活動の意識変化について、10.9%の企業が「ＳＤＧｓの影響により、社

会貢献活動をより積極的に実施するようになった。」、33.0%の企業が「行動に変化はないが、社会

貢献活動の意識が高まっている。」、56.1%の企業が「特に変化はない。」 

 
〔連携・協働の意向〕 

設問１４ 社会貢献を行うにあたり、自社だけで取り組むのではなく、他の企業や行政、地域の

学校、市民活動団体などと協力しあい、各主体の得意分野を生かして連携して取り組む

「連携・協働」（※）について、お考えをお教えください。あてはまる番号すべてを選択

してください。 
※ここでいう「連携・協働」とは、「対等な二者以上の主体が共通の目的を持ち、それぞ 
れの目的を共有、お互いの特性を生かしながら協力すること」とします。 

 
（結果概要） 

 連携・協働の意向については、「社会貢献活動に取り組むにあたり、連携・協働をして実施する 

ことは有意義だと思う。」が 74.3%と最も多い。 

10.9% 33.0% 56.1%R2（n=285）

設問13 ＳＤＧｓによる社会貢献活動の意識・行動変化

１．SDGｓの影響により、社会貢献活動をより積極的に実施するようになった。
２．行動に変化はないが、社会貢献活動の意識が高まっている。
３．特に変化はない。

74.3%

29.2%

3.2%

3.2%

1.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

１．社会貢献活動に取り組むにあたり、連携・協働をし

て実施することは有意義だと思う。

２．取り組む社会貢献活動の内容により、自社のみで活

動するか、他主体と連携・協働するか検討したい。

３．社会貢献活動に取り組むにあたり、連携・協働する

よりも自社内のみで取り組む方が効果が高いと思

う。

４．意義や効果に関わらず、社会貢献活動に取り組むに

あたり、連携・協働はしたいと思わない。

５．その他

設問14 連携・協働の意向

R2（n=284）



２（３） 企業の社会貢献活動等に関する調査 

94 

〔ＳＤＧｓによる社会貢献活動の意識・行動変化〕 
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してください。 
※ここでいう「連携・協働」とは、「対等な二者以上の主体が共通の目的を持ち、それぞ 
れの目的を共有、お互いの特性を生かしながら協力すること」とします。 

 
（結果概要） 

 連携・協働の意向については、「社会貢献活動に取り組むにあたり、連携・協働をして実施する 

ことは有意義だと思う。」が 74.3%と最も多い。 
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１．SDGｓの影響により、社会貢献活動をより積極的に実施するようになった。
２．行動に変化はないが、社会貢献活動の意識が高まっている。
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て実施することは有意義だと思う。

２．取り組む社会貢献活動の内容により、自社のみで活

動するか、他主体と連携・協働するか検討したい。

３．社会貢献活動に取り組むにあたり、連携・協働する

よりも自社内のみで取り組む方が効果が高いと思

う。

４．意義や効果に関わらず、社会貢献活動に取り組むに

あたり、連携・協働はしたいと思わない。
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〔連携・協働の経験〕 

設問１５ 設問３で「９．特に実施していない」以外を選択した方に伺います。貴社は、他 

の企業や行政、地域の学校、市民活動団体など、他の主体と連携・協働して社会貢 

献活動を行ったり、取組に参加・協力したことはありますか。 

 
（結果概要） 

 他の主体との連携・協働の経験について、63.7%の企業は経験があり、36.3%の企業は経験がな

い。 

 
〔連携・協働の相手〕 

設問１６ 設問１５で「１．はい」とお答えした企業に伺います。連携・協働したのは、どのよ

うな主体ですか。あてはまる番号すべてを選択してください。 

 
（結果概要） 
 連携・協働の相手については、「市町村行政」が 54.2%と最も多い。 

63.7% 36.3%R2（n=201）

設問15 他の主体との連携・協働の経験

１．はい ２．いいえ

19.8%

54.2%

28.2%

32.1%

23.7%

21.4%

43.5%

13.0%

19.1%

9.9%

3.1%

10.7%

4.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

１．県行政

２．市町村行政

３．他の企業

４．NPO・ボランティア団体

５．地縁組織（町内会等）

６．社会福祉協議会

７．学校・教育機関

８．財団法人・社団法人

９．商工会議所等の経済団体

１０．社会福祉法人

１１．士業・フリーランス・個人

１２．県民（地域住民）

１３．その他

設問16 連携・協働の相手

R2（n=131）
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〔市民活動団体の情報取得手段〕 

設問１８ 市民活動団体の情報をどのように得ていますか。（社会貢献活動の情報収集やボランテ

ィアへの参加、協働相手の情報収集）あてはまる番号すべてを選択してください。 

 
（結果概要） 

 市民活動団体の情報取得手段については、「自治体・市民活動支援センターが発信する

情報（ＳＮＳ含む）」が 29.5%と最も多い。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

25.3%

1.8%

16.4%

11.0%

5.0%

2.5%

9.3%

8.5%

15.7%

3.9%

29.5%

17.8%

4.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

１．新聞・雑誌・テレビ・ラジオ

２．書籍

３．研修・セミナー・イベント等

４．営業先・顧客

５．住所地の回覧板

６．表彰事例・助成金採択情報

７．友人・知人

８．中間支援組織が発信する情報（ＳＮＳ含む）

９．市民活動団体が発信する情報（ＳＮＳ含む）

１０．内閣府ＨＰ

１１．自治体・市民活動支援センターが発信する情報

（ＳＮＳ含む）

１２．市民活動団体の情報を得たことはない

１３．その他

設問18 市民活動団体の情報取得手段

R2（n=281）
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〔連携・協働の課題〕 

設問１７ 他の主体と連携・協働した社会貢献活動を行う場合、課題に感じることはどのような

ことですか。あてはまる番号すべてを選択してください。（社会貢献活動を行う予定がな

い場合は、もし行うとしたらという観点でご回答ください。） 

 
（結果概要） 

 連携・協働の課題については、「連携・協働相手の情報が不足している。」及び「経済的・人的

余裕がない。」が 40.3%と最も多い。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

40.3%

27.3%

22.7%

21.2%

24.5%

40.3%

14.0%

5.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

１．連携・協働相手の情報が不足している。

２．NPOや学校等と連携できる関係性が構築されていな

い。

３．連携・協働を仲立ちする人がいない。

４．連携するために必要な自社内の体制整備や、連携す

るプロジェクトのプロセス管理、役割分担等、連

携・協働の取組の進め方がわからない。

５．他の主体が持っている連携・協働できる取組や資源

をよく知らない。

６．経済的・人的余裕がない。

７．自社のみで活動を行うよりも煩雑になる。

８．その他

設問17 連携・協働の課題

R2（n=278）
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〔市民活動団体の情報取得手段〕 
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〔連携・協働の課題〕 

設問１７ 他の主体と連携・協働した社会貢献活動を行う場合、課題に感じることはどのような

ことですか。あてはまる番号すべてを選択してください。（社会貢献活動を行う予定がな

い場合は、もし行うとしたらという観点でご回答ください。） 

 
（結果概要） 

 連携・協働の課題については、「連携・協働相手の情報が不足している。」及び「経済的・人的

余裕がない。」が 40.3%と最も多い。 
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い。

３．連携・協働を仲立ちする人がいない。
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をよく知らない。

６．経済的・人的余裕がない。

７．自社のみで活動を行うよりも煩雑になる。

８．その他

設問17 連携・協働の課題
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[企業の社会貢献活動等に関する調査 結果概要] 

○県各課の法人登録制度登録企業 1,051 企業・事業所に対し、社会貢献活動の取組状況等に関

する調査を行うことで実態を把握した。 

○結果概要は、以下のとおりである。 

Ⅰ．社会貢献活動の実施状況等について 

・調査対象企業のうち、77%の企業は何らかの社会貢献活動を行っている。最も多くの企業

が行っているのは企業としてのボランティア活動への参加であり41.2%である。(設問3-1) 

・社会貢献活動を実施する理由は、「企業として、さらに地域社会に貢献したいため」(81.6%)

や「企業には社会的責任（ＣＳＲ）があると考えているため」(60.1%)の回答が多い。   

一方、社会貢献活動を実施しない理由としては「人的な余裕がないため」(66.2%)や「時

間的な余裕がないため」(51.5%)の回答が多い。（設問 5・6） 

Ⅱ．災害時の社会貢献活動について 

・災害時の社会貢献活動に取り組んだことのある企業は 54.3％であり、その内容として最も

多いのは行政・ボランティアセンター・市民活動団体等に対する寄附である。(21.5%)                           

（設問 7） 

・令和元年房総半島台風等により社会貢献活動の意識は大きく上昇した企業は 15.6%、やや

上昇した企業は 36.3%である。(設問 8) 

Ⅲ．新型コロナウイルス感染症の影響について 

・新型コロナウイルス感染症の影響による社会貢献活動の意識変化については、大きく上昇

した企業 11.1%、やや上昇した企業 16.7%、やや低下した企業 11.5%、大きく低下した企業

6.3%であり、好影響と悪影響を受けた企業がどちらも存在している。（設問 9） 

・同様に、新型コロナウイルス感染症の影響による社会貢献活動の行動変化についても、新

たな社会貢献活動に取り組んだ企業(10.4%)や既に行っている社会貢献活動をより積極的

に実施した企業(7.2%)がある一方、行っていた社会貢献活動を休止した企業(19.7%)や既

に行っている社会貢献活動の活動頻度が低下した企業(21.1%)がある。（設問 10） 

Ⅳ．SDGsについて 

・ＳＤＧｓを意識した活動・事業を行っている企業は 22.6%である。またＳＤＧｓの影響に

より、社会貢献活動をより積極的に実施するようになった企業は 10.9%、社会貢献活動の

意識が高まっている企業は 33.0%であり、ＳＤＧｓは企業の社会貢献活動の実施にあたり、

一定の好影響を与えている。（設問 12・13） 

Ⅴ．連携・協働について 
・社会貢献活動に取り組むにあたり、連携・協働をして実施することは有意義だと考える企

業は 74.3%にのぼり、実際に連携・協働の経験がある企業は 63.7%である。連携相手は、

市町村行政(54.2%)や学校・教育機関(43.5%)が多いが、ＮＰＯ・ボランティア団体(32.1%)

や他の企業(28.2%)、地縁組織(23.7%)など、多様な主体と連携・協働していることがうか

がえる。（設問 14-16） 

・連携・協働の課題として、連携・協働相手の情報が不足していること(40.3%)や経済的・

人的余裕がないこと(40.3%)を挙げた企業が最も多い。（設問 17） 
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